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⾮正規雇⽤の雇⽤形態別に⾒た正規化傾向について 
 

⻑藤洋明 
永井恵⼦ 
中⼭拓⼈ 

 
 

概要 
 

 本稿は、⾮正規雇⽤から正規雇⽤への転職について、雇⽤形態によって転職しやすさに差
があるのか、また、その差は⻑期的あるいは固定的なのかを、就業構造基本調査の個票デー
タを使ったプロビット分析によって検証するものである。 
 本稿で明らかになったことは、⼥性は、パートと派遣職員が正規化しにくい傾向があり、
それが⻑期にわたっていること、男性は雇⽤形態による差はみられないということである。
この雇⽤形態別正規化傾向については、就業実態が正規雇⽤と近いことを反映しているだ
けかどうかを潜在クラス分析で検証したところ、正規化傾向と就業実態の正規雇⽤との近
接性は必ずしも⼀致せず、正規化傾向は雇⽤形態に特有のものということが⽰唆された。 
 

キーワード：⾮正規雇⽤、雇⽤形態、正規化傾向、転職、潜在クラス分析 

  



On the propensity of regularization by type of non-regular 

employment 

 

NAGAFUJI Hiroaki  

NAGAI Keiko  

NAKAYAMA Takuto 

 

 

Abstract 

 

This paper examines whether there are differences in the propensities of changing jobs from non-

regular employment to regular employment depending on the employment type, and whether the 

difference is long-term or fixed, by probit analysis using micro-data from the Employment Status 

Survey. 

This paper found that women tend to have difficulty in regularizing part-time and dispatch 

working, and that this is the case for a long time, and that there is a little difference in employment 

type for men. We examined by latent class analysis whether the propensity of the regularization by 

employment type reflected closeness to the regular employment status , and we found that the 

regularization propensity was peculiar to the employment type, because the propensity of 

regularization by employment type did not match the closeness to the employment status. 

 

Keywords: non-regular employment, employment type, regularization, changing jobs, 
latent class analysis 
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１ はじめに 
 本稿の⽬的は、転職によっておこる⾮正規雇⽤から正規雇⽤への転換、すなわち「⾮正規
雇⽤の正規化」傾向について雇⽤形態別の観点から検証することである。 
 我が国では 1990 年代からパート、アルバイトなどの⾮正規雇⽤が増加しており、95 年に
1000 万⼈を超え、8 年後の 2003 年に 1500 万⼈を超え、13 年後の 2016 年に 2000 万⼈に
達した。90 年代から 2000 年代初めのわずか 8 年間で 500 万⼈増加しており激増したとい
ってよい。2023 年は約 2120 万⼈で、雇⽤者に占める⾮正規雇⽤の⽐率は 4 割近くに達し
ており、⾼い⽔準で推移している。⾮正規雇⽤の増加は我が国だけではなく、諸外国でも
part-timer といった短期雇⽤契約者やギグワーカーなどの⾮正規（non-regular）が増加傾向
にあるとともに、多様化の傾向にある(Katz et al.(2019))。 

我が国の雇⽤の現状は、⾮正規雇⽤が雇⽤者の４割近くという⾼い⽔準で推移している。
⾮正規は、賃⾦が安い、雇⽤が不安定、技能の蓄積ができない、福利厚⽣が⼗分でないなど
雇⽤の質が問題とされてきており、その処遇改善のために、これまで無期転換ルールや同⼀
労働同⼀賃⾦などが実施されてきている。こうした処遇改善の⼀つのルートが正規雇⽤へ
の転換である。直近の 2023 年、2024 年ではそれぞれ 33 万⼈、32 万⼈が⾮正規雇⽤から正
規雇⽤へ転職している（総務省「労働⼒調査（詳細集計）」2023 年及び 2024 年結果）。 

⼀⽅で、⾮正規雇⽤の中には税制上の扶養控除や所得税の課税、社会保険の適⽤などを避
けるため、あえて短時間労働を選んで収⼊調整しながら就労しているケースが多いのであ
り、⾮正規雇⽤を望んでいる者が多いという指摘もなされてきた。しかしながら、何らかの
就業調整を⾏っている者は、2017 年の総務省の就業構造基本調査によると、⼥性の場合、
⾮正規雇⽤者のうち約 3 割強である。最も就業調整が多いパートで約４割である。という
ことは、パートでも６割は就業調整を⾏っていないということである。⾮正規雇⽤全体では
約７割が就業調整を⾏っていない。⾮正規雇⽤は、主婦が夫の扶養になった状態で⾏う家計
補助的な働き⽅であって、あえて⾮正規で働いているといわれることがあるが、そういうケ
ースは決して多くはないというのが実態である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

総数 パート アルバイト 派遣社員 契約社員 嘱託 その他

総数 31.7 39.4 30.5 15.2 8.6 8.1 10.7

15～19歳 33.1 19.0 34.3 14.3 4.1 100.0 27.5

20～24歳 25.9 26.9 30.8 11.2 9.0 3.7 15.5

25～29歳 22.0 35.8 22.9 8.4 6.7 6.0 10.3

30～34歳 31.3 42.8 29.3 13.1 8.2 5.4 10.3

35～39歳 34.4 44.3 32.1 13.6 7.1 8.3 9.6

40～44歳 36.4 44.9 33.5 17.0 7.6 9.2 12.0

45～49歳 37.9 46.4 36.3 16.5 7.6 10.2 14.1

50～54歳 36.7 43.5 38.1 18.8 9.5 7.8 12.3

55～59歳 34.8 40.8 30.6 20.6 11.3 10.5 13.3

60～64歳 26.8 32.0 27.1 20.9 9.0 7.0 11.9

65歳以上 20.3 23.1 20.0 19.3 13.6 6.8 5.5

資料：総務省「平成 29 年就業構造基本調査」 

注：65 歳以上は、「65～69 歳」、「70～74 歳」、「75 歳以上」をまとめた数値。 

表 女性の非正規雇用のうち就業調整を行っている者の割合（％） 
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 ⾮正規雇⽤の正規化を雇⽤形態別に分析した先⾏研究はそれほど多くないが、⽞⽥
（2008a）が、前職が「契約・嘱託・その他」が正規化しやすいことを⽰している。ただ、
多くの先⾏研究は⾮正規雇⽤の雇⽤形態には触れず、「⾮正規」としてひとまとめに扱って
いるものが多い。しかしながら、⾮正規雇⽤の雇⽤形態は様々で、パート、アルバイト、派
遣社員、契約社員、嘱託など職場においてはさまざまな呼び⽅がある。こうした雇⽤形態は
それが形成された歴史的経緯や社会経済的状況によって、それぞれ性別や年齢構成のほか、
職務内容や勤務形態など就業実態にも違いがあり、呼称はそうした違いを反映している。も
ともと「⾮正規」という名称の雇⽤形態があるわけではない。「⾮正規」という⾔葉は⽐較
的新しく、濱⼝（2017）は 1980 年代後半から使われるようになったとしている。本稿で⽤
いる総務省「就業構造基本調査」では 2012 年の調査から使われるようになった。実際には
さまざまな特徴がある⾮正規雇⽤の雇⽤形態をひとまとめにすると正規化の実態を正確に
認識できないおそれがある。 

そこで、ここでは、多様な⾮正規雇⽤の雇⽤形態別の正規化傾向を検証することとする。
これによって、⾮正規雇⽤の構造的な問題を明らかにし、処遇改善において効果的な措置等
を講じることができると考える。 

 
２ 先⾏研究と検証仮説 
（１）先⾏研究 
 ⾮正規雇⽤の正規化についてはこれまで多くの先⾏研究がある。90 年代以降急激に増加
した⾮正規雇⽤のうち正規雇⽤を希望する者が正規雇⽤へ転換できることは処遇改善にな
ることから、正規化できる⾮正規雇⽤者の属性を明らかにするという⽬的があった。すなわ
ち、どのような者が正規雇⽤に転換できているかを明らかにし処遇改善の⼿がかりを得よ
うとしたといえる。また、正規化に当たって能⼒開発の効果があるかどうかという観点から
の先⾏研究も多い。 

⽞⽥（2008a）は、総務省「就業構造基本調査」（2002 年）の匿名データを⽤いて、⾮正
規の雇⽤形態を含めた労働供給因、労働需要因のほか、シグナリング効果としての前職の継
続就業年数を加味して、正規化の要因を検証している。シグナリング効果とは、前職の継続
就業年数が、転職者の潜在的な能⼒や定着性向に関する情報を企業が不完全にしか持ちえ
ないときのシグナルとして機能するというものである。検証は雇⽤形態別の正規化傾向が
主⽬的ではないが、パート、派遣社員よりアルバイトが正社員になりやすく、最も正規化し
やすいのは「契約・嘱託・その他」であるとしている。また、前職の⾮正規雇⽤の継続就業
年数が２年から 5 年が最も正規化しやすいことを明らかにして、シグナリング効果と整合
的としている。 
 四⽅（2011）は、「慶應義塾家計パネル調査」の個票データを⽤いて、我が国が OECD の
中で常⽤雇⽤に対する解雇規制が厳しい⼀⽅で、臨時雇⽤に対する規制が弱く、臨時雇⽤か
ら常⽤雇⽤への移⾏の⽔準がヨーロッパ諸国に⽐べ低いことをしている。男性に限るとヨ
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ーロッパの⽐較的低位の国と同程度であるが、同じ雇⽤形態・同⼀年齢層であっても明らか
な男⼥差が存在し、特に、同⼀企業内での正規雇⽤への移⾏における男⼥差が顕著であると
して、⾮正規雇⽤の多数を占める⼥性が不利な状況にあることを明らかにしているが、雇⽤
形態別には⾒ていない。 
 神林（2015）は、独⾃のアンケート調査から、業務内容と勤務場所の変化が正規化に与え
る影響を分析しており、多様な業務経験を積んだ⾮正規雇⽤者は正規への希求度合いが強
いにもかかわらず正規雇⽤への転職成功率が低く、正社員のようなフレキシブルな業務経
験が評価されていないこと、職務や勤務地が固定されているほうが正規雇⽤への転職可能
性が⾼いことを明らかにしている。⾮正規就業の期間の⻑短による違いも指摘しており、短
期で正規に転換の場合は、⾮正規雇⽤がスクリーニングとしての意味合いが強く、⻑期の⾮
正規後の正規転換は、複数の業務や勤務地の経験が正規化につながっているとしている。 
 また、Booth et.al (2002)は、有期雇⽤（fixed-term temporary jobs）が無期雇⽤につなが
ること、⼥性は賃⾦も初めから無期雇⽤と同じレベルに達すること、⼀⽅、男性は賃⾦⾯で
5％ほど低くなることなどを明らかにしている。 

Esteban-Pretel et.al (2011)は、⾮正規雇⽤が正規雇⽤への踏み台なのか⾏き⽌まりかを検
証し、初職が⾮正規の場合、10 年後に正規の職に就く確率は正規や失業であった者よりも
低いが、20 年後に正規の職に就く確率はほぼ差がないとしている。 

Booth et al. (2013)は、⼥性のパートタイム就業には、多くの⼥性が就業できるので効率
的であるという⾒⽅と、⾼学歴の⼥性のパートタイム就業は⼈的資源の活⽤が不⼗分であ
るという⼆つの⾒⽅があるとするが、家事の分担にジェンダーギャップがあるため⼥性は
パートタイム就業にとどまっているとして、社会的規範からくる制約によって⾮正規雇⽤
にとどまっていることを指摘している。 

また、Autor et al. (2010)は、派遣労働は収⼊増加がないこと、派遣労働の経験が直接雇
⽤など安定的な就業につながるエビデンスはないことを明らかにしている。 
 
（２）先⾏研究の検討と検証仮説 
 先⾏研究では、⾮正規雇⽤の正規化傾向について、雇⽤形態によって傾向が異なっている
可能性があること、男⼥差が⼤きいことが検証されているといえる。 
 しかしながら、これまでの先⾏研究では、正規化において⾮正規雇⽤の雇⽤形態による差
は必ずしも⼗分検証されてはいない。また、その差があるとして、それが⻑期的あるいは固
定的なのかどうかについても明らかにされていない。⽞⽥（2008a）で明らかになった雇⽤
形態間の差が雇⽤形態⾃体の特質によるのか、調査が⾏われた⼀時点の傾向なのかが明確
でないほか、雇⽤形態による差といっても男⼥でどのような違いがあるのかもはっきりと
分析されているわけではない。さらに、雇⽤形態別の正規化傾向の違いが、正規雇⽤に近い
働き⽅の者が正規雇⽤に転換できていることを反映しただけである可能性も考えられる。 
 以上から、ここでは、まず①男⼥別に⾮正規雇⽤の正規化傾向が雇⽤形態間で⻑期的な差
があるかどうかを検証する。男性と⼥性では正規化傾向が異なる可能性が考えられること
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から、男⼥別に各雇⽤形態の正規化傾向を検証する。また、②正規化傾向について、雇⽤形
態による差なのか就業実態による差なのかについても検証する。 
 
３ 分析の枠組みと分析結果 
（１）分析に⽤いるデータ 
 ここで⽤いるデータは、総務省「就業構造基本調査」の 2007 年、2012 年、2017 年の全
個票データである。分析の対象は、就業している者で前職が⾮正規雇⽤の者とする。前職の
離職時期は調査⽇の前年以降とした。離職の理由は、就業意欲があり転職に積極的に取り組
むと想定される者となるように、定年、結婚、出産・育児、介護、病気・⾼齢を除き、①会
社倒産・事業所閉鎖、②⼈員整理・勧奨退職、③事業不振・不安、④雇⽤契約満了、⑤収⼊
が少ない、⑥労働条件が悪い、⑦⾃分に向かない、⑧⼀時的についた、の理由に限定した。
年齢は 20 歳から 44 歳までとしている。 
 また、前職の継続就業年数について、ここでは、⽞⽥（2008a）の分析に従って、2007 年
から 2017 年までの３回分にわたってシグナリング効果がみられるかを分析する。 
・被説明変数と説明変数 
 被説明変数は、⾮正規から正規雇⽤へ転換した者を１、それ以外を０とするダミー変数と
して、プロビット回帰を⾏う。説明変数は、正規化に影響を与えると考えられるものとする。
まず、労働供給要因として、前職の雇⽤形態、年齢、配偶者の有無、⼦どもの有無とする。
⼦どもは、ここでは働き⽅に強い影響を与えると考えられる 6 歳未満の⼦どもとする。労
働需要要因は、学歴、前職の産業（⼤分類）、前職の職業（⼤分類）、居住地域とする（⽞⽥
（2008a））。さらに、⽞⽥（2008a）がシグナリング効果として取り⼊れている前職の継続
就業期間を同じく説明変数に取り⼊れる。 
〇前職の雇⽤形態（パート、アルバイト、派遣社員、契約社員、嘱託、その他） 
〇年齢（20-24 歳、25-29 歳、30-34 歳、35-39 歳、40-44 歳） 
〇配偶者の有無（ありを１、なしを０とするダミー変数） 
〇6 歳未満の⼦どもの有無（ありを１、なしを０とするダミー変数） 
〇学歴（中卒、⾼卒、短⼤/専⾨学校卒、⼤学・⼤学院卒） 
〇前職の産業⼤分類 
〇前職の職業⼤分類 
〇居住地域（北海道・東北、関東、北陸・東海、近畿、中国・四国、九州・沖縄） 
〇前職の継続就業年数（1 年未満、1 年-2 年未満、2 年-3 年未満、3 年-5 年未満、5 年-10

年未満、10 年-15 年未満、15 年-20 年未満、20 年以上の 8 区分） 
年齢を各歳の数値とせず 5 歳階級のダミー変数にしたのは、何歳ぐらいまでが正規化し

やすいのかを⾒るためである。継続就業年数も同じように８区分のダミー変数にしたのは
前職の継続就業年数がどれぐらいの期間が正規化しやすいかを⾒るためである（⽞⽥
（2008a））。 

推計式は以下のとおり。誤差項𝑢௜に標準正規分布を仮定する。 
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   正規化ダミー𝑦௜ ቊ
1  𝑖𝑓 正規化ダミー𝑦௜

∗ ൐ 0

0  𝑜𝑡ℎ𝑒𝑟𝑤𝑖𝑠𝑒                        
ቋ 

   正規化ダミー𝑦௜
∗ ൌ 𝛽଴ ൅ 𝛽ଵ前職雇⽤形態

௜
൅ 𝛽ଶ年齢階級

௜
൅ 𝛽ଷ配偶者の有無

௜
൅ 𝛽ସ⼦どもの有無

௜
൅ 

                   𝛽ହ学歴
௜
൅ 𝛽଺産業⼤分類

௜
൅ 𝛽଻職業⼤分類

௜
൅ 𝛽଼居住地域

୧
൅        

                                    𝛽ଽ前職継続就業年数
௜
൅ 𝑢௜ 

 
（２）分析対象の基本データ 
【記述統計量】 
 分析に⽤いるデータの記述統計量は以下のとおりである。 
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 記述統計量から、⼥性はいずれの年もパートが 40％台半ばを占めている。男性はアルバ
イトが 40％台となっている。 
 前職の継続就業期間は平均が 2 年余り、⻑くて 2 年半という程度であるが、最⼤値が 23
年から 28 年強となっており、右に⻑く裾を引く分布となっているとみられる。前職の就業
期間が⻑い者は⼈数が少なすぎると考えられるのでサンプルに含めないことも考慮すべき
であろう。8 区間別の⼈数は以下の図のように、男⼥ともに 20 年以上はわずか数⼈という
レベルで極めて少ないため、推計に当たっては 20 年以上を除くべきである。したがって、
前職の継続就業期間は、20 年以上を除いた７区分によることとする。 
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（３）推計結果の概要 

雇⽤形態のレファレンスカテゴリーはパートである。年齢階級は 40-44 歳、学歴は中
卒、前職の継続就業年数は 1 年未満が、それぞれレファレンスカテゴリーである。 

〈⼥性〉 
①雇⽤形態別正規化傾向 

限界効果を⾒ると、雇⽤形態間では、パートに⽐べ、契約社員は 2007 年から 2017 年
まで⼀貫してプラスに強い有意な結果になっている。嘱託は、10％⽔準ではあるが契約社
員と同じく⼀貫して有意な結果になっている。アルバイトは 2012 年、2017 年とプラス
で有意な結果になっている。この結果から、雇⽤形態間でみると、パートと派遣社員の正
規化傾向が低く、その傾向は 2007 年から 2017 年まで継続していることから、パートと
派遣社員の正規化傾向が低いという傾向は⻑期にわたっている。⾔い換えれば、雇⽤形態
間に固定的な差があるといってよいであろう。 
②年齢階級別、学歴別の正規化傾向 

  限界効果は 2007 年から 2017 年まで 20-24 歳が⼤きく、若年層が正規雇⽤になりやす
い状況が表れている。また、学歴別の正規化傾向は、学歴が⾼くなるにつれて限界効果が
⼤きく、需要要因として⾒れば、需要側は⾼い学歴を求めているということであろう。 
③前職の継続就業年数 

前職の継続就業年数は、「1 年未満」に⽐べ⻑い期間の効果が⼤きいという結果になっ
ている。特に、「5 年以上 10 年未満」「10 年以上 15 年未満」の効果が⼤きい。⽞⽥（2008a）
は、前職の継続就業年数をシグナリング効果として 3-5 年の効果が⼤きいとしているが、
ここでの結果は⽞⽥よりも⻑い就業年数の効果が⼤きい結果になっている。この点につ
いては後に触れる。 

 
〈男性〉 

①雇⽤形態別正規化傾向 
  男性には、⼥性と違って、雇⽤形態別の正規化傾向に明確な固定的な差は⾒られない。

2007 年と 2017 年に契約社員と嘱託がプラスに有意となっており、特に、嘱託の限界効
果が⼤きい。とはいえ、2012 年は有意な結果にはなっておらず、⼥性の正規化傾向のよ
うに⼀貫してパートよりも有意に正規化傾向が⼤きいというわけではない。 

 ②年齢階級別・学歴別の正規化傾向 
  年齢階級別では、20 代は⼀貫して 40-44 歳よりも正規化傾向が⼤きいが、⼥性と違い、

30 代前半も限界効果は⼩さいものの正規化傾向が有意にプラスになっている。学歴別で
は⼤学・⼤学院卒が⼀貫して正規化傾向が有意に⼤きい。 

 ③前職の継続就業年数 
  前職の継続就業年数が「2 年以上 3 年未満」から「10 年以上 15 年未満」まで、「1 年未

満」に⽐べ、正規化傾向は有意に⼤きくなっている。15 年以上は有意ではないが、前職
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の就業年数がかなり⻑期にわたっても 1 年未満よりも正規化傾向が⾼くなっている。こ
の点、⼥性と同じく、⽞⽥（2008a）よりも⻑い。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

表６ プロビット回帰の限界効果〈女性〉 
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４ 推計結果の考察 
（１）雇⽤形態別正規化傾向は雇⽤形態に特有なのか 
 ①雇⽤形態別正規化傾向 
 本稿は、正規化に当たって、雇⽤形態によって正規化傾向に差があり、⻑期的に固定化さ
れているのではないかという問題意識を出発点としている。分析結果からは、⼥性の雇⽤形

表６ プロビット回帰の限界効果〈男性〉 
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態間でパートと派遣社員の正規化傾向が低い傾向にあるということが分かった。しかも、こ
の傾向は 2007 年から 2017 年まで⻑期に渡って固定的である。⼀⽅、契約社員の正規化傾
向は⼀貫して⾼い。こうした傾向は雇⽤形態に特有のものといえるだろう。 
 男性においては、正規化傾向に雇⽤形態による差は、⼥性ほど明確には⾒られないが、契
約社員と嘱託の正規化傾向がいくぶん強い傾向は⾒られる。男性は、パート、アルバイト、
派遣社員と契約社員・嘱託の間に差があるということはいえるであろう。 

前職の継続就業年数を⾒ると、⼥性はおおむね 10 年-15 年が正規化傾向に最も効果が⼤
きい。男性も同様に 10 年-15 年の効果が最も⼤きい。⽞⽥（2008a）よりも⻑い傾向がある
が、これは、⽞⽥（2008a）と違って、ここでの分析は⾮正規雇⽤者の転職者に限定してい
ること、年齢、離職理由も限定しているので、⼀定の就業経験のある者を対象にしているこ
とによると考えられる。転職によって正規雇⽤になるには⼀定の継続就業年数が有利に働
くということは、⽞⽥がいうように、潜在能⼒と定着傾向を⽰すシグナルとして機能してい
るということができる。したがって、ここでもシグナリング効果は⾒られるといっていいで
あろう。ただし、⽞⽥（2008a）のシグナリング効果よりも⻑い期間が有意となっている。
神林(2015)は、正規雇⽤への転換について、前職の⾮正規就業の期間の⻑短による違いも指
摘しており、5 年前後で正規雇⽤への転職成功確率がピークになる短期の場合は、⾮正規雇
⽤が正規へのスクリーニングとしての意味合いが強く、15 年⽬以降の⻑期の場合は、複数
の業務や勤務地の経験が正規化につながっているとしている。本分析の結果は、前職の就業
年数が短い者はスクリーニング、⻑い者は幅広い就業経験を評価されている可能性が考え
られる。 

 
（２）正規化傾向と就業実態 
①潜在クラスモデルによる分析 
 正規化傾向は、特に⼥性に顕著であるが、パートと派遣社員のグループと、アルバイト・
契約社員・嘱託・その他の⼆つのグループに⼤別できる。⼩前（2024）は、企業内の⾮正規
雇⽤から正規雇⽤への転換について、正規雇⽤に転換する者は転換前から就業時間や賃⾦
などの⾯で正規雇⽤と同じように働いていたことを明らかにしている。そこで、転職におけ
る雇⽤形態別の正規化傾向は雇⽤形態に特有なのか、就業時間や賃⾦、学歴などの就業実態
が正規雇⽤と近いことを反映しているだけなのかを分析し、転職における正規化傾向が雇
⽤形態に特有のものといえるかどうかを検証することにしたい。 

ここでは、転職後の就業実態について、正規雇⽤も含め、どのようなグループに分かれる
かを⾒てみる。分析に⽤いるデータは、正規化傾向で⽤いたデータと基本的に同じであるが、
前職を⾮正規雇⽤に限定せず正規雇⽤も含める。これらの者について、現職の雇⽤形態、週
間就業時間、年齢階級、年収（階級）、学歴及び性別の 6 つの変数を⽤いて潜在クラスモデ
ルによる分析を試みる。潜在クラスモデルは、三輪（2009）によれば、「カテゴリカルな観
測変数の背後にカテゴリカル潜在変数があることを仮定して潜在構造を読み解くモデル」
である。このモデルは、雇⽤者の多様性に関しても利⽤されており、賃⾦構造の観点から⾏
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った先⾏研究がある。⼭⼝（2017）、鈴⽊（2018）は賃⾦構造の分析を⾏っている。 
ここでの分析は、2007 年、2012 年、2017 年についてそれぞれ⾏う。クラス数の選択は

基本的に BIC によるが、最⼤尤度が⾒つからないクラスは除外する。図は、2007 年のデー
タでは BIC はクラス数５が最も⼩さいが、クラス数４、５は最⼤尤度が⾒つからないこと
があるので、クラス数は３とする。2012 年、2017 年も同様である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②正規化傾向と潜在クラスの関係 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ BIC/AIC の推移〈2007 年〉 

表７ 潜在クラス分析の結果：顕在変数（雇用形態）の条件付き確率 

正規中心
クラス

正規・非正規
混合クラス

パート中心
クラス

正規雇用 0.863 0.411 0.005

パート 0.001 0.079 0.726

アルバイト 0.011 0.112 0.180

派遣社員 0.051 0.192 0.045

契約社員 0.060 0.151 0.018

嘱託 0.005 0.024 0.014

その他 0.009 0.031 0.012

女性 0.138 0.678 0.933

男性 0.862 0.322 0.067

３クラスモデル
正規中心
クラス

正規・非正規
混合クラス

パート中心
クラス

正規雇用 0.833 0.350 0.005

パート 0.003 0.112 0.711

アルバイト 0.017 0.123 0.203

派遣社員 0.033 0.155 0.028

契約社員 0.096 0.192 0.018

嘱託 0.006 0.035 0.019

その他 0.011 0.033 0.017

女性 0.169 0.682 0.893

男性 0.831 0.318 0.107

３クラスモデル

正規中心
クラス

正規・非正規
混合クラス

パート中心
クラス

正規雇用 0.874 0.412 0.008

パート 0.001 0.122 0.727

アルバイト 0.007 0.085 0.164

派遣社員 0.036 0.159 0.045

契約社員 0.070 0.169 0.031

嘱託 0.005 0.031 0.013

その他 0.007 0.022 0.013

女性 0.207 0.742 0.907

男性 0.793 0.258 0.093

３クラスモデル

2007 年 2012 年 

2017 年 
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 潜在クラス分析の結果をみると、３つのクラスは、①正規雇⽤中⼼のクラス、②正規雇⽤
の⼀部と派遣社員、契約社員の⼀部を含む混合クラス、③パート、アルバイトが中⼼のクラ
スがあり、いずれの年も⾮正規雇⽤、正規雇⽤ともに⼆つに分かれており、正規雇⽤の⼀部
と契約社員、派遣社員の⼀部が重なっているという構造になっている。このグループは、正
規化傾向によるグループとは異なっており、正規化傾向の⾼さ、すなわち正規雇⽤への転換
のしやすさと、就業実態は必ずしも同じではないことを⽰している。 

このことは、正規化傾向は就業実態が正規雇⽤と近いかどうかではなく、正規化傾向は、
就業実態にかかわらず雇⽤形態に特有の傾向であることを⽰唆している。 
 
（２）パートと派遣社員が正規化しにくいのはなぜか 
 ⼥性のパートや派遣社員がなぜ正規化しにくいのか。年齢や前職の継続就業年数、学歴、
配偶関係、⼦どもの有無、産業、職業、居住地域をコントロールしてもなお差があるという
ことは、パート、派遣社員という雇⽤形態⾃体に差があるとみてよいと思われる。 

パートが正規化しにくい理由として、パートという雇⽤形態には、神林（2015）が指摘す
るように、パート＝家計補助を当然のこととする⼈事管理上の問題が影響していることが
考えられる。パートは、⼥性が男性の 10 倍程度と⼤多数は⼥性である。もともとパートは
主婦の家計補助的な仕事とされ、単純作業を担うとされていた。しかしながら、パートには
基幹パートなど正規雇⽤と同様の業務を⾏うものもある。勤務時間も必ずしも短いわけで
はない。それでも今回の分析でパートが転職によって正規化するのは他の雇⽤形態に⽐べ
難しいという結果になったのは、パートが家計補助的な単純業務であって正社員ではない
という⼈事管理のあり⽅と、⼥性、特に主婦であることが影響している可能性がある。禿
（2022）は、正社員とパートタイマーの境界が、仕事の内容ではなく、「転勤できるか否か」
にあるとしている。転勤が難しい主婦のパートには正規化はハードルが⾼い。転職において
も、前職がパートであれば、転職後も当然パートなど⾮正規雇⽤で働くという⾒⽅をされて
しまう可能性があるのではないか。パート＝主婦の家計補助的働き⽅という固定的な⾒⽅
が影響している可能性が考えられる。 

また、派遣社員も正規化が他の雇⽤形態に⽐べ正規化が困難である。派遣社員は派遣社員
という働き⽅から抜け出しにくく、派遣をつないでいくということもいわれる。派遣制度は
もともと職種・期間が限定的な業務を⾏うものとしてできたものである。本来的に恒久的な
業務ではない。派遣社員は限定的な業務を短期間⾏うという雇⽤形態である。こうした形態
であるから、技能の蓄積ができていない、定着性も低いと評価されてしまう可能性があり、
そのことが正規化傾向の低さに表れているのではないかと考えられる。 
 
５ 結びにかえて 
 本稿で得られた結論は、雇⽤形態には特有の正規化傾向があることを⽰唆するものであ
った。⾮正規雇⽤の雇⽤形態は呼称によるのが⼀般的であるが、呼称による雇⽤形態は雇⽤
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の実態を反映している重要な区分である。神林(2017)は、「国際的には、期限を定めて労働
契約を結ぶ雇⽤者を⾮正規雇⽤とみなし、期限の定めのない労働契約を結ぶ正規雇⽤と対
⽐する」としており、国際的には呼称による区分は特異なものである。しかしながら、「⽇
本的雇⽤慣⾏の重要な要素である雇⽤保障・賃⾦・企業特殊熟練という三⽅向からみると、
職場のコアと密接に関連するのは呼称上の正規・⾮正規の区分であって、労働契約上の有
期・無期の区別ではない」という（神林(2017)）。本稿の分析結果から、⾮正規雇⽤から正
規雇⽤への転職においても呼称による雇⽤形態の区分が⼤きな影響を与えているというこ
とができる。 

それでは、⾮正規雇⽤の正規雇⽤への転職という雇⽤形態間の移⾏において能⼒開発・⾃
⼰啓発はどのような効果があるのか。この点については次の課題としたい。 
 
 
 
 
【参考】潜在クラス分析について 
 

潜在変数Xに対して個⼈が潜在クラス(t)に帰属する確率（潜在確率）を 
    𝜋௧௑ とすると、 
  ∑ 𝜋௧

௑்
௧ୀଵ ൌ 1 

各 項 ⽬ を 顕 在 変 数 𝐴௜ሺ𝑖 ൌ 1, … , 𝐼ሻ,𝐵௝ሺ𝑗 ൌ 1, … , 𝐽ሻ,𝐶௞ሺ𝑘 ൌ 1, … ,𝐾ሻ,𝐷௟ሺ𝑙 ൌ 1, … , 𝐿ሻ,𝐸௠ሺ𝑚 ൌ

1, … ,𝑀ሻ,𝐹௡ሺ𝑛 ൌ 1, … ,𝑁ሻ として、潜在変数 X を所与としたときの同時確率を、条件付確率
を使って潜在クラスモデルを表すと以下のとおり。 

       𝜋௜௝௞௟௠௡௧
஺஻஼஽ாி௑ ൌ 𝜋௜௝௞௟௠௡

஺஻஼஽ாிതതതതതതതതതതതത𝜋௧
௑ ൌ 𝜋௜௧

஺̅௑𝜋௝௧
஻ത௑𝜋௞௧

஼̅௑𝜋௟௧
஽ഥ௑𝜋௠௧

ாത௑𝜋௡௧
ிത௑𝜋௧

௑ 
   
 ここで、𝜋௜௝௞.௧.

஺̅஻ത஼̅..௑ は潜在クラス t が与えられたもとで顕在変数の条件付確率を表し、積と
して表せることは局所独⽴の仮定を表している。また、 
  ∑ 𝜋௜௧

஺̅௑ூ
௜ୀଵ ൌ ∑ 𝜋௝௧

஻ത௑௃
௝ୀଵ ൌ ∑ 𝜋௞௧

஼̅௑௄
௞ୀଵ ൌ ⋯ ൌ ∑ 𝜋௡௧

ிത௑ே
௡ୀଵ ൌ 1 の制約を持つ。 

潜在クラスモデルでは、応答パターン別度数を多項分布からの実現値として次の対数尤
度 𝐿を最⼤化する潜在確率を最尤推定値として求める。 

   𝐿 ൌ ∑ ∑ ∑ …௄
௞ୀଵ

௃
௝ୀଵ

ூ
௜ୀଵ ∑ 𝜋௜௝௞௟௠௡

஺஻஼஽ாிே
௡ୀଵ log𝜋௜௝௞௟௠௡

஺஻஼஽ாி 
     ൌ ∑ ∑ ∑ …௄

௞ୀଵ
௃
௝ୀଵ

ூ
௜ୀଵ ∑ 𝜋௜௝௞௟௠௡

஺஻஼஽ாிே
௡ୀଵ logൣ∑ 𝜋௜௧

஺̅௑𝜋௝௧
஻ത௑𝜋௞௧

஼̅௑𝜋௟௧
஽ഥ௑𝜋௠௧

ாത௑𝜋௡௧
ிത௑்

௧ୀଵ ൧ 
 
 最尤推定値は EM アルゴリズムによって求めるが、本稿では R の poLCA パッケージに
よった。 
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